
第14期定時株主総会招集ご通知に際しての
法令および定款に基づくインターネット開示事項

●事業報告
対処すべき課題
株式の状況
新株予約権の状況
会計監査人の状況
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
会社の支配に関する基本方針
●連結計算書類
連結注記表
●計算書類
個別注記表

（2021年10月１日から2022年９月30日まで）

テモナ株式会社

上記の事項は、法令および定款の規定に基づき、当社ウェブサイト
（https://temona.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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事業報告
１．対処すべき課題

当社グループは、さらなる成長を実現するため、以下の経営課題に取り組んでまいりま
す。

（1）既存領域での着実な成長
当社グループは、主にSaaS方式によるサブスクリプションサービスを提供しており、顧

客のニーズの変化に応えるべく継続的なサービスの改善に努めてまいりました。今後にお
いても、既存領域での継続性が収益拡大の基盤として必要不可欠なものであると考えてお
ります。
そのため、引き続き継続的なサービス機能の拡充、ユーザビリティの向上、保守体制の

強化等に努め、サービスの価値と信頼性をさらに高めていくことで、既存領域での着実な
成長を図ってまいります。

（2）ターゲット領域の拡大
当社グループのさらなる成長を実現するためには、当社グループのサービスを導入する

顧客セグメントを拡大していくことが必要であると考えております。
当社グループにおいて主要な顧客セグメントである化粧品・健康食品の顧客セグメント

に加えて、短期的にはリピート通販において今後の成長が見込まれる食品や生活雑貨とい
った顧客セグメントの開拓に注力するとともに、中長期的には、デジタルコンテンツ、シ
ェアリングサービス、BtoBサブスクなど、サブスクリプションビジネス全般をターゲット
領域とし、拡大を図ってまいります。
また、顧客の事業規模にも着目し、パートナーシップやアライアンスを強化し、エンタ

ープライズ領域での販売網や顧客支援体制を拡充するとともに、アーリーステージ領域の
顧客に対しては、アーリーステージ向けの競争力強化とプロモーションを行い、拡大を図
ってまいります。

（3）サブスクバリューチェーンの拡充
当社グループのさらなる成長を実現するためには、顧客の成長事例を輩出し、多くの事

業者が参入する好循環を作り、さらにサブスクリプションビジネスを拡大させることが必
要であると考えております。
そのため、当社グループの支援領域を拡大し、カートシステムの提供にとどまらず、広

告、コールセンター、物流、運営代行なども含めた総合的な支援を行い、顧客のサブスク
リプションビジネスの成功を実現することで、様々なサブスクリプションビジネスのニー
ズ対し、多様なソリューションを提供し、サブスクバリューチェーンの拡充を図ってまい
ります。
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（4）新規事業の創出による事業規模の拡大
当社グループは、急激な事業環境の変化にも対応しながら収益を拡大していくためには、

新たな収益源の創出による事業規模の拡大が必要であると考えております。
そのため、顧客の潜在的なニーズをいち早く読み取り、新規事業の創出に積極的に取り

組むことで、さらなる事業規模の拡大を図ってまいります。

（5）他企業との業務提携やＭ＆Ａの活用
当社グループは、既存事業の発展や新規事業の創出をスピーディに実現していくために

は、他企業との業務提携やＭ＆Ａなどの手段が有効であると考えております。そのため、
今後の事業展開においても、引き続き他企業との提携等の可能性を常に考慮に入れたうえ
で進めてまいります。

（6）技術革新への対応
当社グループは、情報技術の進歩や革新に対して適時に対応を進めることが、事業展開

上重要な要素であると認識しております。
そこで当社グループは、業界内の主要ベンダーや技術コミュニティから発せられる最新

の情報を定期的に入手し、自社サービスに最新の技術を迅速に反映させることで、サービ
スの競争力や安定性を確保していく方針であります。

（7）人材の拡充と社員の能力の向上
当社グループの今後の成長のためには、高い専門性を有する人材の獲得に加え、その能

力の継続的な向上が不可欠であると考えております。
事業の拡大やサービスの多様化により、必要な人材を十分に確保することが重要な経営

課題となっております。そのため、積極的な人材採用活動はもちろんのこと、実力・能力
主義の報酬体系の実施、教育研修制度の充実、業務の効率化、外部ノウハウの活用などの
取り組みによって、人材の拡充と能力の向上を図ってまいります。

（8）情報管理体制の強化
当社グループは、インターネットを経由するSaaS方式でのサービスを展開しており、

様々な情報資産を保持していることから、情報管理体制の強化は重要課題と認識しており
ます。
そのため、機密情報を取り扱う際の業務フローや社内規程の整備、定期的な社内教育の

実施、セキュリティシステムの整備等により、引き続き情報管理体制の強化を行ってまい
ります。なお、当社は情報資産を適切に管理するために、2014年７月にプライバシーマー
クを取得し、2019年３月にISMS認証を取得しております。
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（9）内部管理体制の強化
当社グループは、企業価値の持続的な向上を実現するためには、コンプライアンスの徹

底およびコーポレート・ガバナンスの強化が重要であると考えております。今後も、コン
プライアンス体制の充実や内部統制システムの整備・運用などを通じて、内部管理体制の
強化に努めてまいります。

２．株式の状況（2022年９月30日現在）
（1）発行可能株式総数 32,000,000株
（2）発行済株式の総数 11,405,592株
（3）株主数 5,073名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ｇ ａ ｔ ｚ 4,108,000株 36.02％

佐 川 隼 人 2,631,680 23.08

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 783,700 6.87

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 267,000 2.34

中 野 賀 通 261,760 2.30
株 式 会 社 フ ァ イ ン ド ス タ ー 73,600 0.65
株 式 会 社 SBI 証 券 69,105 0.61

鈴 木 隆 廉 67,500 0.59

村 井 冬 人 54,300 0.48

櫻 井 真 史 48,800 0.43

（注）１．持株比率は自己株式（817株）を控除して計算しております。
２．株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数には、「役員向け株式交付信託」及

び「従業員向け株式交付信託」による所有株式744,500株が含まれております。
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３．新株予約権等の状況
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第４回新株予約権

発 行 決 議 日 2017年12月16日

新 株 予 約 権 の 数 30個
（注）2、4

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 24,000株
（新株予約権１個につき800株）

（注）2、4
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要

しない
新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 618,400円
（１株当たり 773円）

（注）2、4
権 利 行 使 期 間 2020

2025
年
年
１
１
月
月
10
９
日から
日まで

行 使 の 条 件 （注）3

役員の保有状況 取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 30個
目的となる株式数 24,000株
保有者数 １名

（注）2、4
（注） 1. 社外取締役及び監査役には新株予約権を付与しておりません。

2. 退職等の理由により権利を喪失したものを減じた数であります。
3. 新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
（1）権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員の

いずれかの地位を有すること。ただし、任期満了もしくは定年退職の場合又は、その他新株予約
権者の退任もしくは退職後の権利行使につき正当な理由があると当社取締役会の決議により認め
られた場合は、この限りでない。

（2）新株予約権の行使は、当社普通株式がいずれかの株式公開市場に上場した日と2020年１月10日
のいずれか遅い日（以下「権利行使開始日」という。）以降、新株予約権者が割当てを受けた新
株予約権の数（以下、「割当数」という。）の３分の１を行使可能な上限数とする。また、権利行
使開始日から起算して１年が経過した日から割当数の３分の２を、権利行使開始日から起算して
２年が経過した日から割当数の３分の３、すなわちすべてを行使可能な上限数とする。なお、行
使可能な上限数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切り上げた数とする。

（3）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めないものと
し、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

（4）新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、新株予約権の１
個未満の行使はできないものとする。

（5）新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの
地位も有しなくなった場合、当社は、当社取締役会の決議で当該新株予約権の権利行使を認める
ことがない旨を決定することができる。この場合においては、当該新株予約権は会社法第287条
の定めに基づき消滅するものとする。
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4. 2018年２月７日開催の取締役会決議により、2018年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合
で株式分割を行っており、また、2018年８月７日開催の取締役会決議により、2018年10月１日付
で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。これにより、上表の「新株予約権
の目的となる株式の数」「新株予約権の払込金額」「新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額」が調整されております。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
第５回新株予約権

発 行 決 議 日 2022年３月25日

新 株 予 約 権 の 数 3,325個
（注）1

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 332,500株
（新株予約権１個につき100株）

（注）1
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要

しない
新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 618,400円
（１株当たり 391円）

（注）1
権 利 行 使 期 間 2024

2027
年
年
４
４
月
月
16
15
日から
日まで

行 使 の 条 件 （注）2

使用人等への
交 付 状 況 当 社 使 用 人

新株予約権の数 3,325個
目的となる株式数 332,500株
交付者数 106名

（注）1
（注） 1. 退職等の理由により権利を喪失したものを減じた数であります。

2. 新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
（1）権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員の

いずれかの地位を有すること。ただし、任期満了もしくは定年退職の場合又は、その他新株予約
権者の退任もしくは退職後の権利行使につき正当な理由があると当社取締役会の決議により認め
た場合は、この限りではない。

（2）新株予約権の行使は、2024年４月16日（以下「権利行使開始日」という。）以降、本新株予約権
者が割当てを受けた本新株予約権の数（以下「割当数」という。）の２分の１を行使可能な上限
数とする。また、権利行使開始日から起算して１年が経過した日から割当数の２分の１、即ちす
べてを行使可能な上限数とする。なお、行使可能な上限数に１個未満の端数が生じる場合は、こ
れを切り上げた数とする。

（3）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めないものと
し、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。

（4）新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、新株予約権の１
個未満の行使はできないものとする

（5）新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの
地位も有しなくなった場合、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。
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４．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人
（注）2021年12月22日開催の第13期定時株主総会において太陽有限責任監査法人が選任さ

れたことに伴い、当社の会計監査人であったEY新日本有限責任監査法人は退任いたし
ました。

（2）報酬等の額
太陽有限責任監査法人 EY新日本有限責任監査

法人 支払合計額
当事業年度に係る会計監査人の報酬
等の額 28,000千円 － 28,000千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 28,000千円 960千円 28,960千円

（注） 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な
どが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
（a）取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観を持って事業活動を行う企業風土
を構築するため、コンプライアンス規程を定める。

（b）部門の責任者は、部門固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部署とともに
法令遵守体制の整備及び推進に努める。

（c）反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係を持たない。反社会的勢力からの不当
要求に対しては、組織全体として毅然とした対応をとる。

（d）当社の事業に従事する者からの法令違反行為等に関する通報に対して適切な処理を行
うため、社内通報制度を設ける。また、是正、改善の必要があるときには、速やかに適
切な措置をとる。

（e）内部監査担当者は、法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行う。主管部署
及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、速やかにその対策を講ず
る。

② 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（a）取締役の職務の執行に係る情報は、文書化（電磁的記録を含む）の上、経営判断等に
用いた関連資料とともに保存する。文書管理に関する主管部署を置き、管理対象文書と
その保管部署、保存期間及び管理方法等を規程に定める。

（b）取締役の職務の執行に係る情報は、取締役又は監査役等から要請があった場合に備え、
適時閲覧可能な状態を維持する。

（c）主管部署及び文書保管部署は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理につい
て、継続的な改善活動を行う。

（d）内部監査担当者は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について監査を行
う。主管部署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策を
講ずる。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（a）リスク管理の全体最適を図るため、内部監査担当者は、リスク管理及び内部統制の状
況を点検し、改善を推進する。

（b）事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署及びリスク管理に関す
る規程を定めて対応するとともに、必要に応じて専門性を持った会議体で審議する。主
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管部署は、事業部門等を交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図る。
（c）事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対して
は、しかるべき予防措置をとる。

（d）本項の（b）、（c）のリスク管理体制については、継続的な改善活動を行うとともに、
定着を図るための研修等を適宜実施する。

（e）内部監査担当者は、リスク管理体制について監査を行う。主管部署及び監査を受けた
部署は、是正、改善の必要があるときには、速やかにその対策を講ずる。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（a）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関す
る規程を定めるとともに、取締役会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて適
宜臨時に開催する。

（b）事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図る機関として経営会議を設置し、当社
の全般的な重要事項について審議する。経営会議は、原則として毎週開催する。

（c）事業計画に基づき、予算期間における計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を
明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて所期の業績目標の達成を図る。

（d）経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ITシステム
の主管部署を置いて整備を進め、全社レベルでの最適化を図る。

（e）内部監査担当者は、事業活動の効率性及び有効性について監査を行う。主管部署及び
監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、連携してその対策を講ずる。

⑤ 当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
（a）当社の子会社は、当社が策定する子会社管理に関する規程等で定める内容について、
適宜当社へ報告する。

（b）当社の内部監査担当者は、子会社に対する内部監査を適宜実施し、その監査結果につ
いて取締役及び監査役に対して報告する。

（c）当社は、必要に応じ子会社に対し役員を派遣することにより、子会社における情報が
適宜当社へ共有される体制を構築する。

（d）当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、当社グループ経営を適切かつ効率的に運用す
るため、子会社における重要事項の決定に際し、子会社との間で事前の協議を行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査
役の指示の実効性の確保に関する事項
（a）当社は、監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、監
査役と協議して設置することとする。

（b）監査役を補助すべき使用人は、その職務については監査役の指揮命令に従い、その評
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価は、監査役と協議して行う。

⑦ 当社及び子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制及び当該報告
をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
（a）監査役の要請に応じて、取締役及び使用人は、事業及び内部統制の状況等の報告を行
い、内部監査担当者は内部監査の結果等を報告する。

（b）取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は会社に著しい
損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときには、速やかに監査役に報告する。

（c）監査役へ報告した者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこ
とを禁止し、その旨を周知徹底する。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（a）重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役は取
締役会のほか、経営会議その他の重要な会議に出席できる。また、当社は、監査役から
要求のあった文書等は、随時提供する。

（b）監査役は、職務の執行に必要な費用について請求することができ、当社は当該請求に
基づき支払いを行う。

⑨ 当社及び子会社の財務報告の信頼性を確保するための体制の整備
（a）適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、経理業務に関する規
程を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

（b）内部監査担当者は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。主管部署及び監査
を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対策を講ずる。

（c）実際の作業等は、企業会計基準その他関連法規に従って実施する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査担当者が
モニタリングし、必要に応じて改善を進めております。

② コンプライアンス
当社は、当社及び子会社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンス

について、社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するため
の取り組みを継続的に行っております。

③ リスク管理体制
経営会議及びリスク管理会議において、当社各部門及び子会社から報告されたリスク
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のレビューを実施して全社的な情報共有に努めたほか、当該リスクの管理状況について
報告いたしました。

④ 内部監査
内部監査担当者が作成した内部監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施

いたしました。

６．会社の支配に関する基本方針
当社では、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、

特に定めておりません。
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連結注記表
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 AIS株式会社

株式会社サックル
・連結の範囲の変更

当社は、2022年３月１日付でAIS株式会社の全株式を取得したことに伴い、同社を連結の範囲に含
めております。また、2022年４月25日付で株式会社サックルの全株式を取得したことに伴い、同社
を連結の範囲に含めております。

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
連結子会社のうち、株式会社サックルは、決算日を９月30日に変更し、連結決算日と同一となっており

ます。なお、当連結会計年度における会計期間は６か月となっております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品 個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定)
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備に
ついては定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ５～15年
工具、器具及び備品 ４～15年
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につい
ては、３年間で均等償却しております。
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ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間(３年又は５年)に基づく定額法によって

おります。
③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金 債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当
連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上してお
ります。

④ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果が発現する期間を合理的に見積り、定額法により償却しております。

なお、償却期間は５～10年であります。
⑤ 収益及び費用の計上基準

当社グループは、「EC支援事業」セグメント、「エンジニアリング事業」セグメントにおいて、サブ
スクストアをはじめとしたカートシステムの環境の提供（オプションサービス含む）、受託開発等の事
業を実施しております。
カートシステムの環境の提供（オプションサービス含む）については、初期設定を実施し、顧客が継

続してカートシステム等を利用する環境を提供する義務があり、サービス提供期間の各締日ごとに義務
を履行すると考えられることから、各締め日ごとに収益認識しております。
受託開発については、一定の期間にわたり充足される履行義務の要件を満たす場合には、一定の期間

にわたり収益を認識しています。また、受託開発の履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間
の期末日までに発生した原価が、予想される原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
なお、当社が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総額からサービス提供会社

への支払額を控除した純額で収益を認識しております。また、収益の額は、顧客との契約において約束
された対価で測定しており、重要な変動対価はありません。
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2. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。
（代理人取引に係る収益認識）
当社サービスの内、他社のサービスをオプションとして提供するサービスについて従来は、原則として顧

客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、収益認識会計基準等の適用により、顧客へ
の財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の
総額からサービス提供会社への支払額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会
計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益
認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと
んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
この結果、当連結会計年度の売上高は251,700千円減少し、売上原価は251,700千円減少しておりますが、

営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残
高に与える影響はありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価
算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし、「金融商品に関する注記」
において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしました。

4．会計上の見積りに関する注記
（自社利用のソフトウエアの資産性）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度末の無形固定資産「ソフトウエア」残高231,523千円のうち、214,710千円はBtoC事業
者向けサブスクリプションシステムである「サブスクストア」に係るものであります。

（2）見積りの内容に関する理解に資する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

自社利用のソフトウエアについては、将来の収益獲得又は費用削減が確実であることが認められる場
合に、無形固定資産に計上することが認められています。
当社は「サブスクストア」について、将来の収益獲得見込額が資産計上された開発費用を上回ってい
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ることから資産性があると判断し、ソフトウエアとして計上しており、社内における利用可能期間（3
年）に応じて償却を行っております。
② 見積りの算出に用いた主要な仮定

当社では「サブスクストア」を用いてEC事業者支援サービスを提供し収益を獲得しております。将
来の収益獲得見込額を判断するにあたり用いた主要な仮定は、収益獲得の基礎となるアカウント数と顧
客当たりの平均収益額であります。当社のサブスクリプションビジネスでは、アカウント数と顧客当た
りの平均収益額の増減により収益獲得額が変動することから、将来におけるアカウント数と顧客当たり
の平均収益額を見積り、その仮定に基づいて将来の収益獲得見込額を算出し効果を判定しております。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定であるアカウント数と顧客当たりの平均収益額は、経営環境の変化による不確実性が存在
し、当初想定した仮定のとおりに推移しない可能性があります。その場合、収益獲得額が当初想定額よ
りも減少するため、翌連結会計年度の連結計算書類において、ソフトウエアの計上額に重要な影響を与
える可能性があります。

（のれんの評価）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 275,874千円

（2）見積りの内容に関する理解に資する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

企業結合により取得した企業の取得原価は、取得によって受け入れた資産及び引き受けた負債に対し
て配分しており、取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回った額をの
れんとして識別しており、償却期間５又は10年とした償却を実施した残存価額を、連結貸借対照表の無
形固定資産に計上しております。
また、減損の判定を行っており、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっていないこと、

又は継続してマイナスとなる見込みでないこと等の減損の兆候がある資産又は資産グループについて、
当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下
回る場合には、減損損失を認識することとしております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
のれんは事業計画に基づく投資の回収期間で将来キャッシュ・フローが見積もられており、当該事業

計画作成上の重要な仮定は、事業別売上高、営業利益、従業員数であります。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
被取得企業ののれんについては、当該事業計画の仮定に変動が生じることで、将来キャッシュ・フロ
ーが帳簿価額を下回った場合は、減損損失が発生する可能性があります。
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5. 追加情報
(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

当社グループは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、会計上の見積りを行っております。会
計上の見積りに用いた仮定について、現時点では新型コロナウイルス感染症の感染拡大による重要な影響は
ないと考えております。
なお、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響は不確実性が高いため、今後の状況により仮定

に変更が生じた場合には、将来における当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性がありま
す。

(株式報酬制度)
（1）役員向け株式交付信託

当社は、2019年12月20日開催の第11期定時株主総会決議に基づき、当社の取締役のうち受益者要件を
満たす者を対象に、当社株式を用いた役員向け株式交付信託制度（以下、「本制度」といいます。）を導入
しております。（信託契約日 2020年２月19日）
なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

① 取引の概要
本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株
式を取得し、当社が定める株式交付規程に基づいて、各取締役に対するポイントの数に相当する数の当
社株式が本信託を通じて交付される株式報酬制度であります。
なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時であります。

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上してお
ります。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末357,205千円、427,400株でありま
す。

（2）従業員向け株式交付信託
当社は、2019年11月13日開催の取締役会決議に基づき、当社の従業員のうち受益者要件を満たす者を
対象に、当社株式を用いた従業員向け株式交付信託制度（以下、「本制度」といいます。）を導入しており
ます。（信託契約日 2020年２月19日）
なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

① 取引の概要
本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株
式を取得し、当社が定める株式交付規程に基づいて、各従業員に対するポイントの数に相当する数の当
社株式が本信託を通じて交付される株式報酬制度であります。
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なお、従業員が当社株式の交付を受ける時期は、原則として在任時であります。
② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上してお
ります。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末225,815千円、317,100株でありま
す。

6. 連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 108,583千円
（2）当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越限度額 900,000千円
借入実行残高 200,000千円
差引額 700,000千円

7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式(株) 11,389,592 16,000 ― 11,405,592

（変動事由の概要）
新株予約権の権利行使による増加 16,000株

（2）自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式(株) 745,317 ― ― 745,317

（注）当連結会計年度末の自己株式には、役員及び従業員向け株式交付信託が保有する当社株式744,500
株が含まれております。

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的とな
る株式の種類及び数
普通株式 70,128株
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8. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金計画に基づき、必要な資金を銀行借入等で調達しております。一時的な余資は主

に流動性の高い金融資産で運用しております。なお、デリバティブ取引は利用しておりません。
② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、その全てが１年以内の支払期日であります。
短期借入金及び長期借入金は、主に運転資金のための資金調達であります。これらは、返済又は利息の
支払期日において流動性リスクに晒されているため、担当部署が適時に資金計画を作成し、管理を行って
おります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
a. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、顧客ごとに期日及び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。
業務上の関係を有する企業の株式は、定期的に時価や発行体の財政状況などを把握し、保有状況を継
続的に見直しております。
b. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、市場の金利動向に留意しながら資金調
達をしております。
c. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が毎月資金繰り計画を更新するとともに、手許
流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年９月30日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません（（注）参照）。また、「現金及び預金」「売掛
金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税等」については、現金及び短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
（1）長 期 借 入 金 （※） 409,899 408,887 △1,011

負 債 計 409,899 408,887 △1,011
（※）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注） 市場価格のない株式等
区分 当連結会計年度

（2022年９月30日現在）
投資有価証券（非上場株式） 52,250千円

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価の算定に重要な影響

を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 408,887 ― 408,887
負債計 ― 408,887 ― 408,887

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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9. 企業結合に関する注記
取得による企業結合
（AIS株式会社の取得）
１．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 AIS株式会社
事業の内容 WEB広告事業、ランディングページ・WEB制作受託事業

（２）企業結合を行った主な理由
当社は、2021年11月12日にリリースした中期経営計画の成長戦略施策の一つとして、広告、コー

ルセンター、物流、運営代行等の支援領域拡大を骨子とする「サブスクバリューチェーンの拡充」を
掲げております。
この度グループに参画するAIS株式会社は、当社クライアントの多くが属するリピート通販の領域

に特化して、マーケティングおよびランディングページ・WEB制作受託等の業務を行っている企業
であります。そのため、AIS社がグループに参画することにより、当社クライアントに対しランディ
ングページやWEB制作、集客などの新たなサービス提供が可能となることから、「サブスクバリュー
チェーンの拡充」の一環として、AIS株式会社の株式を取得することに至りました。

（３）企業結合日
2022年３月１日（みなし取得日2022年３月31日）

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称
変更ありません。

（６）取得した議決権比率
100%

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として全株式を取得することによるものであります。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2022年４月１日から2022年９月30日

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得原価は、株式取得の相手先との守秘義務により非開示とさせていただきますが、外部専門家を

利用して行った株式価値の評価を基礎として決定しております。株式価値は事業計画を基に算定して
おり、当該事業計画には、経営環境や事業戦略を考慮して見積もられた将来の事業別売上高、営業利
益、従業員数等の重要な仮定が含まれております。なお、当社の直前事業年度末の純資産額の15％未
満の金額にて取得しております。
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４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 13,350千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（１）発生したのれんの金額

43,800千円
（２）発生原因

主に今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。
（３）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

（株式会社サックルの取得）
１．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社サックル
事業の内容 クリエイティブ事業（システム受託開発）、SES事業、プログラミング学習事業

（２）企業結合を行った主な理由
当社は、2021年11月12日にリリースした中期経営計画の成長戦略施策では、ターゲット領域の拡

大として①顧客セグメント、②エンタープライズ領域、③アーリーステージ領域と３つの領域の拡大
を掲げて新規顧客開拓を進めております。
エンタープライズ領域の拡大においては、サブスクリプションビジネスの広がりとともに「サブス

クストア」のカスタマイズ需要が増加傾向にあります。当社は、この需要等に対応するため、プロダ
クトマネージャーやエンジニア体制を一層強化する戦略を掲げております。
この度グループに参画する株式会社サックルは、WEBシステム開発を得意とし、開発・デザイ
ン・マーケティングの専門家による一元的・包括的なサポート体制を強みとしています。
そのため、サックル社がグループに参画することにより、当社グループとしての開発力の強化のみ
ならず、サブスクリプションビジネスを支援する多様なソリューションの開発とその提供が実現可能
となることから、ターゲット領域の拡大の一環として、株式会社サックルの株式を取得することに至
りました。

（３）企業結合日
2022年４月25日（みなし取得日2022年４月1日）

（４）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得
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（５）結合後企業の名称
変更ありません。

（６）取得した議決権比率
100%

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として全株式を取得することによるものであります。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2022年４月１日から2022年９月30日

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 300,000千円

取得原価 300,000千円
取得原価は、外部専門家を利用して行った株式価値の評価を基礎として決定しております。株式価

値は事業計画を基に算定しており、当該事業計画には、経営環境や事業戦略を考慮して見積もられた
将来の事業別売上高、営業利益、従業員数等の重要な仮定が含まれております。

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 45,833千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（１）発生したのれんの金額

248,898千円
（２）発生原因

主に今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。
（３）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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10. 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合計EC支援事業 エンジニア
リング事業サブスクス

トア
たまごリピ
ート

決済手数料
(※) その他

収益区分
リカーリング収益 398,345 462,510 － 42,869 － 903,724
受託開発収益 136,192 － － 165,624 331,211 633,029
GMV連動収益 － － 536,775 － － 536,775
その他収益 69,400 64,998 － 45,885 － 180,283
顧客との契約から生じる
収益 603,938 527,508 536,775 254,379 331,211 2,253,812
その他の収益 － － － － － －
外部顧客への売上高 603,938 527,508 536,775 254,379 331,211 2,253,812
収益認識の時期
一時点で移転される財 602,024 527,508 536,775 254,379 315,594 2,236,281
一定の期間にわたり移
転される財 1,914 － － － 15,617 17,531
外部顧客への売上高 603,938 527,508 536,775 254,379 331,211 2,253,812
（※）決済手数料は、「サブスクストア」「たまごリピート」「その他」の各サービスから発生したものでありま

すが、サービス別に区分することが困難なため、独立掲記しております。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 （4）会計方針に関する事項 ⑤

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を
適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
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11. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 110円76銭
（2）１株当たり当期純損失（△） △16円50銭

12. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ５年～８年
工具、器具及び備品 ４年～８年
また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、
3年間で均等償却しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３年又は５年）に基づく定額法によってお

ります。
（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当事業
年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社はEC支援事業として、サブスクストアをはじめとしたカートシステムの環境の提供（オプションサ

ービス含む）、受託開発等の事業を実施しております。
カートシステムの環境の提供（オプションサービス含む）については、初期設定を実施し、顧客が継続し

てカートシステム等を利用する環境を提供する義務があり、サービス提供期間の各締日ごとに義務を履行す
ると考えられることから、各締め日ごとに収益認識しております。
受託開発については、一定の期間にわたり充足される履行義務の要件を満たす場合には、一定の期間にわ

たり収益を認識しています。また、受託開発の履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日
までに発生した原価が、予想される原価の合計に占める割合に基づいて行っております。
なお、当社が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の総額からサービス提供会社への
支払額を控除した純額で収益を認識しております。また、収益の額は、顧客との契約において約束された対

2022年11月25日 11時59分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 25 ―

価で測定しており、重要な変動対価はありません。

2. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。
（代理人取引に係る収益認識）
当社サービスの内、他社のサービスをオプションとして提供するサービスについて従来は、原則として顧

客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、収益認識会計基準等の適用により、顧客へ
の財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の
総額からサービス提供会社への支払額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の
期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計
基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての
収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
この結果、当事業年度の売上高は242,854千円減少し、売上原価は242,854千円減少しておりますが、営

業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高に与え
る影響はありません。
収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「固定負債」に表示していた

「ポイント引当金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示しております。

3．会計上の見積りに関する注記
（自社利用のソフトウエアの資産性）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度末の無形固定資産「ソフトウエア」残高230,537千円のうち、214,710千円はBtoC事業者
向けサブスクリプションシステムである「サブスクストア」に係るものであります。

（2）見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表「4．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。

4. 追加情報
(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

当社は、計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、会計上の見積りを行っております。会計上の見積り
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に用いた仮定について、現時点では新型コロナウイルス感染症の感染拡大による重要な影響はないと考えて
おります。
なお、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響は不確実性が高いため、今後の状況により仮定

に変更が生じた場合には、将来における当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(株式報酬制度)
株式報酬制度に関する注記については、連結注記表「5.追加情報」の内容と同一であります。

5. 貸借対照表に関する注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 78,521千円
（2） 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 3,688千円
短期金銭債務 18,752千円

（3） 当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
当座貸越限度額 800,000千円
借入実行残高 200,000千円
差引額 600,000千円

6. 損益計算書に関する注記
（1） 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引残高の総額

営業取引による取引高
仕入高 50,719千円

営業取引以外の取引による取引高 840千円

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 745,317 ― ― 745,317

（注）当事業年度末の自己株式には、役員及び従業員向け株式交付信託が保有する当社株式744,500株が
含まれております。
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8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 46,999千円
減価償却費 46,658千円
株式給付引当金 3,161千円
資産調整勘定 8,267千円
敷金及び保証金 164千円
その他 2,988千円

繰延税金資産小計 108,240千円
評価性引当額 1,765千円
繰延税金資産合計 106,474千円

繰延税金負債
未収還付事業税 △1,620千円

繰延税金負債合計 △1,620千円
繰延税金資産の純額 104,854千円

9. 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 （4）収益及び

費用の計上基準」の内容と同一であります。

10. 企業結合に関する注記
連結注記表「9. 企業結合に関する注記」の内容と同一であります。

11. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 117円37銭
（2）１株当たり当期純損失（△） △9円89銭

12. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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